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研究成果の概要（和文）： 

本研究で明らかにしたことは、主として次の二点に要約できる。第一に、アメリカが朝鮮戦
争の勃発にともなって、日本本土に心理戦の拠点を築いたことに注目し、電波戦争としての朝
鮮戦争の様態を描いたことである。第二に、朝鮮戦争のさなかに、心理戦の拠点が日本本土か
ら沖縄に移転し、沖縄が、ハード・パワーだけでなく、ソフト・パワーの両面において、アメ
リカの「出撃基地」として位置づけられていったことを解明した。 

 

 

研究成果の概要（英文）： 
To summarize the fruits of this study, first, it revealed the “Radio War” aspect of Korean 

War by paying attention to the psychological warfare center which the U.S. formed in 

Japan proper right after the outbreak of the war.  Second, it examined transfer of the 

above-mentioned psychological warfare center from Japan proper to Okinawa during the 

Korean War.  By doing so, the present study has demonstrated that the U.S. utilized 

Okinawa not only as a base of hard power but also a base of soft power in the Cold War 

East Asia. 
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１．研究開始当初の背景 

朝鮮戦争以来、米国と朝鮮民主主義人民共
和国（北朝鮮）は激しく対立している。休戦
状態にあり終戦に至っていない朝鮮戦争は、
米朝対立を現在まで継続させる決定的な要

因となっている。それは、東アジアにおける
平和構築を妨げる最大要因となっている。こ
の戦争を理解することは、米朝対立の歴史的
構造を明らかにし、対立に終止符をうつ手が
かりとなる。それは東アジアの平和構築に向
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けた一つの重要なステップと位置づけられ
る。 

 以上の問題意識から、本研究は米国が実施
した心理戦の側面から、朝鮮戦争に切り込み、
この戦争が持つ新たな側面を浮き彫りにす
る。それは、朝鮮戦争を理解するための一翼
を担うものとなる。 

 

本研究では、プロパガンダ・ラジオに着目
する。朝鮮戦争期、米国は敵である北朝鮮や
中国、ソ連だけでなく、味方である韓国住民
に対しても、心理戦を活発に展開した。敵の
士気をくじき、味方が感じる不安や動揺を抑
える目的から行われた。特に識字率の低い状
況で、ラジオは心理戦のなかで最も効果的な
プロパガンダ・メディアであった。米国は、
戦争勃発直後から、VOA（アメリカの声）放
送や VUNC（国連軍の声）放送を実施した。
北朝鮮や中国、ソ連も平壌放送やモスクワ放
送、北京放送によって、米国のプロパガン
ダ・ラジオに対抗した。朝鮮戦争は「電波戦
争」でもあった。 

本研究は、米国のプロパガンダ・ラジオに
着目して心理戦の実態を解明しようとする
ものである。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、第一に放送史の空白を埋
めることにある。日韓米台の放送史からは米
国のプロパガンダ・ラジオの存在は、ほとん
どふれられていない。朝鮮戦争期に分析を限
定するとはいえ、空白を埋めるという点にお
いて本研究は、少なくない意義を有する。 

第二の目的は、東アジアの平和構築に対す
る知的貢献である。東アジアの構造決定に大
きな影響を与えた朝鮮戦争を分析する本研
究は、この戦争の新たな側面を提示するだけ
でなく、東アジアの構造を歴史的な観点から
解明するものとなる。それは、東アジアで続
く対立を和解へと転換させ、平和を構築する
ための知恵を生産する意義深い試みである。 

 

３．研究の方法 

本研究は、三つの課題から構成される。第
一に、米国の心理戦政策について、ワシント
ンと現地部隊の二つのレベルを包括的に捉
えながら、解明することである。ここでは太
平洋戦争期に実施された米国の心理戦との
繋がりに注目する。それは米国が、太平洋戦
争期に蓄積した心理戦に関するノウハウや
経験、人的資源を、どのように活用して、朝
鮮戦争の心理戦を実施したのかを分析する
ものとなる。太平洋戦争と朝鮮戦争の時間的
な連続性に布置して心理戦を分析すること
で、朝鮮戦争中に実施された心理戦の特徴が
より明確に把握することができる。 

第二に、プロパガンダ・ラジオが、心理戦

のなかでどのように位置づけられ、実施され
たのかを解明することである。ここでは、プ
ロパガンダ・ラジオに見られる米日韓台の協
力関係に注目する。NHK は放送施設や役務
を提供した。韓国 KBS は米国が放送する韓
国語番組の制作に協力し、アナウンサーも派
遣した。日中戦争下で心理戦の経験を持つ台
湾の国民党関係者は、中国語番組の制作に協
力した。こうした協力関係はこれまで全く解
明されていない。以上の課題は、送り手の視
点に立った分析である。 

第三の課題は、誰が米国のラジオ放送を聞
いていたのかを解明する受け手の視点から
なされる聴取者分析である。プロパガンダ・
ラジオは、極東軍心理戦局（PWS）のほか、
ワシントンの心理戦委員会（PWB）や国務省
が管掌していた。これらの部局は、心理戦の
効果的な遂行の観点から、徹底した聴取者分
析を行い、多数の報告書を残した。第三の課
題は、NARA に所蔵される、これらの報告書
を分析することで、米国によるプロパガン
ダ・ラジオの聴取者像を浮き彫りにする。本
研究は、これら三つの課題の解明を通じて行
われる。 

 本研究は米韓台日の史資料を渉猟し、以上
の計画にそって、実施するものとする。 
 
４．研究成果 

本研究は、朝鮮戦争期において、米国が、
朝鮮半島に向けて、どのようなプロパガン
ダ・ラジオを、いかなる意味をもって行って
いたのかについて、「電波戦争」の観点から
明らかにしようとするものである。以下、年
度ごとに成果を記してみたい。 
 
(1)年度毎の成果 
①2010年度 

2010年度の課題として、朝鮮戦争「後」の
時代である 1950年代後半から 70年代初頭に
かけて、米国が東アジアで展開したプロパガ
ンダ・ラジオについて分析した。 

課題の遂行にあたり、本年度はまず、国内
外での史料収集を行った。米国国立公文書館
や議会図書館、スタンフォード大学では、国
務省や USIA、JCS関連の文書のほか、個人文
書の収集を実施した。英国や香港の公文書館
ではラジオ関係史料を、台湾の近代史研究所
や国史館では華米関係史料の所蔵調査を実
施し、関連文書の一部を収集した。韓国では、
外交史料館にて韓米関係に関する外交文書
を収集した。また、日本国内では外交史料館
での外交文書の調査・収集を随時行った。 

以上、国内外で収集した史料の分析を通じ
て、冷戦期に米国が展開したプロパガンダ・
ラジオの実態を把握するとともに、東アジア
において「電波戦争」の基地が、どこに設置
され、いかに機能していたのかを解明するこ



 

 

とができた。これらの成果は、日本国内だけ
でなく、米国や韓国など国外で開かれたシン
ポジウムや学会などの場で、幅広く発表した。 
 
②2011年度 

2011年度も、前年度に引き続き、朝鮮戦争
期～ポスト朝鮮戦争期において、米国が、朝
鮮半島に向けて、どのようなプロパガンダ・
ラジオを、いかなる意味をもって行っていた
のかについて、「電波戦争」の観点から明ら
かにする研究に取り組んだ。とりわけ本年度
は、冷戦期における沖縄の地政学的位置と戦
略的役割に着目して研究を進めた。米国が、
いかに沖縄を冷戦期東アジアにおける心理
戦の拠点として重要視していたのかを分析
し、沖縄がハード・パワーのみならず、ソフ
ト・パワーの両面から「太平洋の要石」にな
っていた点を明らかにした。 
 以上の研究を遂行する過程で、2011年度は、
国内外での史料収集とともに、積極的に国内
外での成果発表を行った。史料調査について
は、米国国立公文書館では朝鮮戦争期のみな
らず、60年代まで時代をひろげて、米国によ
る心理戦およびプロパガンダ活動の実態を
示す史料を幅広く収集した。また、スタンフ
ォード大学では、米国政府だけでなく、米国
の民間機関による「心理戦」の実施に関する
史料も収集するなど、民間による「心理戦」
活動にも着目することで、冷戦期における米
国の心理戦を包括的に解明する研究を遂行
した。また、台湾や韓国でも継続して史料収
集を行い、米国のみならず、韓国や台湾によ
る心理戦の活動に関しても分析を進めた。 
 以上、国内外で収集した史料の分析を通じ
て、冷戦期における「電波戦争」の実態が着
実に浮かび上がった。 
 
③2012年度 
 2012年度は、主として韓国と沖縄で史資料
調査を実施し、ラジオ放送のみならず、テレ
ビ放送や出版物などの他のマスメディアの
状況にも目配りをしながら研究を行った。 
 まず韓国では、ソウルの外交史料館や国立
中央図書館、国史編纂委員会において、韓国
外交文書や米国務省、JCS、USIAなどのアメ 
リカの文書、さらに北朝鮮文書の閲覧、収集
を行った。アメリカでは、国立公文書館にて、
国務省を初めとするアメリカ政府や軍関連 
の文書を幅広く収集した。 
 国内外で収集した史料を活用し、1940 年代
後半から朝鮮戦争を挟んで 1960 年代にいた
るまでのアメリカ、韓国や北朝鮮のメディア
情報政策とその実践についての分析をすす
めた。これらの成果は、日本ではマス・コミ
ュニケーション学会、韓国では放送学会など
の学会、シンポジウム、そしてアメリカでの
各種セミナーや研究会などで公表した。また、

論文などの活字による成果公表は、日本語と
韓国語で行った。 
 
 以上のとおり、研究を進めることで、次の
ような具体的な成果を得ることができた。 

何よりも重要な成果として、第一に、冷戦
期東アジアの「電波戦争」を明らかにすべく、
史資料の状況を把握し、収集できたことであ
る。これは、今後、本研究課題をベースとし
て、他の様々なテーマへと拡大・発展させて
いくための重要な「資本」とすることができ
る。 

第二に、電波戦争という角度から見た場合、
東アジアでは、依然として「戦争」が続いて
いる。それは、たんに冷戦が継続していると
いうだけでなく、アジア太平洋戦争に源流を
発する戦争が続いていると言える。そうであ
るとするならば、いったい東アジアにおける
「戦後」とは、いつだったのか。そして東ア
ジアにおける文化冷戦の起源は、どこにある
のかという、新たな問いの立ち上がりを確認
することができた。 
 第二に、沖縄が東アジアの電波戦争におけ
るアメリカの拠点であったことである。それ
は朝鮮戦争以後も継続される朝鮮半島の緊
張に備えた基地であり、沖縄が、いかに朝鮮
半島の現実と繋がっているかということを
如実に示していた。もちろん、沖縄は中国大
陸とも密接に結びついているが、ニクソン訪
中以降、急速に緊張関係が緩和されたため、
沖縄と朝鮮半島との結びつきは、1960年代末
から 1970 年代にかけて、さらに輪郭をはっ
きりさせた。このことは、普天間基地などを
めぐる沖縄問題が、決して日米間だけの問題
ではなく、東アジアの地域全体にかかわる重
要な問題であることを、私たちに確認させて
くれた。 
  
(2)国内外でのインパクト 
 本研究課題は、日本や韓国では、一義的に
は放送史に対する貢献を生むものであった。
だが、アメリカや英国では、むしろ冷戦史研
究に資するものとして評価された。 
 
(3)今後の展望 

本研究は、「戦後」日本が配置される東ア
ジアにおいては、依然として「戦争」が続い
ていることを明らかにした。このことを確認
したうえで、いわゆる戦時下の東アジアに住
まう人々の日常世界に、アメリカはどのよう
に浸透していったのか。 

こうした思想課題としてのアメリカを、冷
戦期東アジアの電波戦争という枠組から問
い直し、日本の「戦後」、そして東アジアの
「戦争」とは何かを考えながら、東アジアと
いう空間に残された対立を解消し、いかに恒
久的で安定的な平和体制の枠組を構築でき



 

 

るのか。これは、手垢がついた問いではある
が、いまだ実現しきれていない、私たちが暮
らす地域の根源的な課題として、あらためて
問うことが、今後の展望として示すことがで
きる。 
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